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1.  はじめに
　ライフサイクルアセスメント（LCA）は、製品・サー
ビスの一連の環境パフォーマンスを計算・比較する方法で
ある。とりわけ農業LCAでは、異なった生産管理の間の
比較が主要な課題であり、例えば、農薬散布方法等が異な
る慣行農業と代替的農業（有機農業、IPM等総合的管理技
術を用いた農業等）が比較される（例えば、Meier et al.  
2015）。その際、LCAは実施可能な技術の中から、最もパ
フォーマンスの高い解を探索することを目指している。
　農薬散布に関するライフサイクル環境影響評価（LCIA: 
Life Cycle Impact Assessment）（毒性に関係した特性化、
人間およびエコシステムへの被害評価）を行うためには、
環境媒体（空気、水、土壌、作物体）中の農薬濃度を求め
る必要がある（Dijkman et al. 2012; Fantke et al. 2012b; 
Rosenbaum et al. 2015）。しかしながら、LCAを実際に使
う場面では、農薬の排出量と残留量に関する詳細な情報は
得られず、圃場への農薬散布量の情報のみが得られる場合
が多い（Fantke et al. 2012a; Fantke and Jolliet 2016）。
この点が、農薬散布の影響をLCAによって比較しようと
する際の困難となっている。
　LCAにおいて農薬排出の定量化を行う既往のアプローチ
やツールとしては、PestLCI（Birkved and Hauschild 2006; 
Bojacá et al. 2012; Dijkman et al. 2012; Renaud-Gentié et 
al. 2015; Xue et al. 2015）、ecoinvent（Frischknecht et al. 
2007; Nemecek and Kägi 2007; Sahle and Potting 2013）、
United States Life Cycle Inventory Database（NREL 2012）、
LCA Digital Commons（Cooper et al. 2012; USDA 2014）
等がある。これらは、圃場内外の環境媒体を考慮しているが、
農薬の圃場作物中の分布や残留については一般に考えられ
ていない。これらとは別に、圃場作物中の残留農薬を推計し、
農産物消費に伴う暴露と毒性を評価するアプローチがある
（Fantke and Jolliet 2016; Fantke et al. 2011; Fantke et al. 
2013; Itoiz et al. 2012; Jacobsen et al. 2015; Juraske et al. 
2012; Pang et al. 2016）。しかしながら、異なったアプロー
チやツールから相互に整合的でない計算結果が得られてい
るのが現状である。農薬散布が与える影響の連鎖も整合的
に把握されているとはいえず、農業LCAにおける農薬散
布の影響評価を整合的に行う上での障害となっている
（Rosenbaum et al. 2015; van Zelm et al. 2014）。したがって、
既往のアプローチをハーモナイズすることが求められて
いる。とりわけ、システム境界（ライフサイクルインベン
トリ（LCI）分析とLCIAにおいてどのプロセスを対象と
概要：推奨される農薬排出割合に関する合意を形成し、LCA におけるデフォールト値を作成しようとする国際的
取組みが開始された。評価フレームワークに関する合意内容は以下の通りである。（a）1 次的分布（散布直後の排出）
がライフサイクル影響評価（LCIA）のインプットとして使われる。（b）フレームワークならびに LCA での利用
のためのガイドラインとドキュメントが作成される。（c）排出フレームワークは既往の排出モデルの修正に基づく。
（d）ドリフトの値は、専門のモデル作成者から提供される。（e）農薬散布シナリオは熱帯地域を対象として含む。（f）
気象、土壌、農薬散布方法に関するシナリオは、感度分析に基づく。（g）デフォールトの排出割合の推定は、農
薬生産量を用いた加重平均による。（h）排出割合は地理的および行政的空間ごとに示される。これらの合意に基
づく推奨内容は以下の通りである。（a）LCA を実施する際には、農地がテクノスフェアとエコスフェアのどちら
に属するかを表明すべきである。（b）農地への散布量等は、農薬排出の定量化のためのインベントリの一部とし
て報告する必要がある。（c）農薬の 1 次的分布と 2 次的分布（運命分析の対象となる長期的視点からの排出）の双
方を報告すべきである。（d）LCIA は、農地をテクノスフェアとする場合とエコスフェアとする場合の双方に対応
すべきである。（e）LCIA は、作物吸収を含む運命・暴露の全体を対象とすべきである。（f）詳細なシナリオが得
られない場合には、排出のデフォールト値を使用すべきである。（g）すべての仮定を報告すべきである。
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すべきか）とデフォールトシナリオ（十分なデータが得ら
れない場合にどのように対応すべきか）を検討する必要が
ある。
　こうした要求に応えるため、グローバルな活動が組織化
された。その目的は、環境媒体中への農薬排出割合の推奨
されるデフォールト値を推計し、合意を形成することであ
る。この解説では、これまでに得られたこの活動の成果を
概観し、取り上げられたアプローチを提示する。さらに、
これまで合意された推奨案の概要を示し、得られた結果と
推奨案の実施に関する展望を与える。
2.  方法
　LCA向けに農薬排出割合をいかに数量化するかに関す
る共通認識を得るため、4回のワークショップが開催され
るとともに、組織された研究チームにタスクが課された。
この間、5大陸、25か国の産業界、政府、学術界から100
名の専門家が関わった。ワークショップおよび関連するタ
スクの主要な目的は、LCAでの使用を念頭に置いた排出
割合を導出するため、評価フレームワーク、データ（イン
プット）、得られる結果（アウトプット）に関する定義、
開発、合意形成をグローバルな規模で有効に行うことであ
る。この活動は、2012年に、ヨーロッパ委員会の資金で
取り組まれていたTOX-TRAINプロジェクトの関係者の
後 援 の 下 に 開 始 さ れ、 デ ン マ ー ク 工 科 大 学（DTU: 
Technical University of Denmark）の数量的持続可能性
評価（QSA: Qualitative Sustainability Assessment）部門
によってコーディネートされている。
　フレーミングに関する若干の議論を経た後、2013年に
第1回のワークショップ（スコーピング・ワークショップ）
がイギリスのグラスゴーで開催された。そこでの目的は、
農業での農薬利用に関するLCAを実施する際の、LCI分
析とLCIAのインターフェースに関するガイダンスの提供
である。このワークショップにより、排出量の計算と影響
評価を整合的に行うための推奨案が合意された。これらの
成 果 は、The International Journal of Life Cycle 
Assessment上に、査読付オープンアクセス論文として公
開された（Rosenbaum et al. 2015）。このワークショップ
の成果を受け、農薬排出を数量化するフレームワークに関
する既往のアプローチをレビューし、研究および実践上の
検討課題を明らかにするというタスクが実施された。
　第2回のワークショップ（フレームワーク・ワークショッ
プ）は、そのタスクのフォローアップとして、スイスのバー
ゼルで2014年に開催された。このワークショップの主た
る関心は、散布された農薬が空気、水、土壌中に排出され
る割合をいかに整合的にモデル化するか、様々な散布法の
下でどの程度穀物中に残留するかに関する合意形成に
あった。その結果として得られたのは、排出を定量化する
フレームワークを整合的に構成する上で有用なデータと
モデルである。これらはLCAにおけるシナリオや地域に
対応した環境中への農薬排出割合を操作的に定量化する
ことを可能にするものである。このワークショップの成果
に基づき、既存の排出定量化モデルであるPestLCI 2.0
（Dijkman et al. 2012）を修正する等のタスクに取り組ま
れることとなった。主要な修正内容は、散布された農薬の
全体としての質量収支、ドリフト（農薬散布時の飛散）の
程度、その他補助的なプロセス（揮発、葉面吸収、作物中
での分解等）の値である（Fantke et al. 2014; Fantke and 
Juraske 2013; García-Santos et al. 2016; García-Santos et 
al. 2011; Guth et al. 2004; Holterman and van de Zande 
2003; Holterman et al . 1997; Rautmann et al . 2001;  
Schönherr and Schreiber 2004; Schreiber and Schönherr 
2009）。さらに、農薬と作物の間のシナリオが定義され、
必要となるインプットデータ、アウトプットのフォーマッ
トに加え、農薬、作物、散布法ならびに対応した空気中で
の消失、ドリフトの低減に関する主要類型が決められた。
このようにして構築されたシナリオと修正された計算方
法は、LCAにおいて、コンセンサスに基づいた排出の定
量化を実施するためのものであり、合意形成やシナリオ選
択の基礎となるものである。
　これらすべての結果は、フランスのボルドーで開催され
た第3回のワークショップ（コンセンサス・ワークショッ
プ）で報告された。ここでは、LCAでの利用のためにデ
フォールトの農薬排出割合を提案するという主要目標の達
成に向け、これまでのすべてのタスクに関する合意を得る
ことが目指された。このワークショップでは、（a）モデリ
ングを行うフレームワーク、（b）LCA実施の際に推奨さ
れるデフォールトのシナリオ、（c）LCAソフトウェアで
利用するための入力データと計算結果である排出のフォー
マットに関する合意が得られた。このワークショップの
フォローアップとして、シナリオとモデルに関するフレー
ムワークがアップデートされるとともに、オーストラリア
の複数の地域における1次的（散布直後の）排出割合が試
験的に計算された。
　シナリオと暫定的な1次的排出割合に関する結果は、ア
イルランドのダブリンで開催された第4回のワークショッ
プ（ステークホルダー・ワークショップ）において報告さ
れた。このワークショップは、LCAのための推奨案として、
より広範囲のステークホルダーの合意と受容を目指したも
のである。このワークショップの成果は、参加したステー
クホルダーから、この多年度にわたる活動へのサポートが
得られたことであり、今後の取組みに対する期待も述べら
れた。それは、排出割合の提供に加え、感度分析やシナリ
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オのテストを行うツールの作成、LCIデータベースにおけ
る排出割合の位置づけの提示である。
　これまでのコンセンサス形成過程は、Figure 1の通りで
ある。これまでのワークショップでの配布資料等は、
http://www.qsa.man.dtu.dk/dissemination/pesticide-
consensusから入手することができる。
3.  分析結果と考察
　これまでのワークショップの成果、さらには国際的研究
チームによって実施された関連作業の成果は、環境中への
農薬排出割合をいかに整合的に定量するかに関する合意内
容として、以下のようにまとめられる。
　a） 現在のところ、1次的な農薬の分布（散布直後の排出）
のみがLCIAへの直接の入力として使われており、2
次的分布（運命分析の対象となる長期的視点からの
排出）をどのように組み入れ、LCI分析とLCIAをど
のように結びつけるかに関しては、さらなる研究が
必要とされる。1次的分布と2次的分布については、
後述のFigure 2を参照。
　b） モデルのフレームワーク、農薬の1次的分布、2次的
分布、毒性に関する特性化（影響評価）に関しては、
ガイドラインと詳細なドキュメントが用意される。
　c） 排出を定量化するフレームワークは、大幅に修正さ
れ拡張されたPestLCI 2.0を出発点とする。現在入手
可能な最新の文献情報やアプローチに基づき、ドリ
フトに関するモジュールを含んでいる。
　d） ドリフトの平均値とシナリオ分析の機能は、ドイツと
オランダにおけるドリフトのモデラーから提供される。
　e） 多様な農業管理技術を評価するため、農薬散布方法を、
排出シナリオの構成要素として扱う。これにより、
熱帯地方を含むグローバルな地域を対象としたLCA
を実施することが可能となる。
　f） 気象、土壌、農薬散布方法に関するシナリオは、起
こりうるすべてのシナリオの感度分析に基づいて選
択される。
　g） LCAを実施するためのデフォールトの排出割合の推
定は、排出割合に関する詳細な結果に基づいて、農
薬生産量を用いた加重平均として求められる。
　h） 排出割合は、気候、作物生産、行政区域等の関数と
して、地理的および行政的空間ごとに示される。
　これらの合意事項は、部分的にはすでに実行に移されて
いる。近々、いくつかのケーススタディとして取り組まれ、
検証される予定である。これまでに説明してきた、概念フ
レームワークはFigure 2の通りである。
　合意されたシナリオは、Figure 3の通り、作物の種類、
農薬の種類、散布方法、風によるドリフトの割合、ドリフ
トを減少させるためのオプションからなる。これらは、現
在世界に存在する作物、農薬、散布方法、さらには現在入
手できる農薬の物理化学的性質（例えば、ECHA 2016, 
EFSA 2014, Lewis et al. 2016）の組み合わせをカバーし
ている。これにより、LCAでの利用が可能になるとともに、
フリーにアクセス可能な世界規模の地理空間データセット
が活用できるようになる。例えば、Global Landscapes 
Initiative（http://earthstat.org）およびGLC SHARE Land 
Cover Database（http://fao.org/geonetwork/）からの作
物生産および土地利用データ、Köppen-Geiger Climate 
Classification（http://koeppen-geiger.vu-wien.ac.at）およ
びNASA（https://eosweb.larc.nasa.gov/sse/）からの気象
データ、FAO/UNESCO Soil Map of the World（http://
www.fao.org/geonetwork/）からの土壌データである。
Figure 1.  Overview of the global consensus building process starting from the current practice where in most studies 
it is assumed that 100% of applied pesticides are emitted to soil and arriving at more realistic recommended default  
pesticide emission fractions for use in life cycle assessment
Ac
ce
pte
d p
roo
f
Journal of Life Cycle Assessment, Japan
248 Vol.13  No.3  July 2017
　合意された排出定量化モデルを用いることにより、それ
ぞれのシナリオについて農薬の1次的分布が計算できる。
Figure 4は、オーストラリアでの農業に適用された例で
あり、主要な農薬について、一般的な散布法が想定されて
いる。1次的分布割合は、圃場の作物に付着した部分、土
壌に到達した部分、圃場外に出た部分からなる。圃場外の
部分はさらに細分され、他の圃場の土壌、自然状態の土壌、
水域からなり、これらは作付け地を中心とした空間的分布
の分析に基づいている。その他の部分は、空気中への排出
である。Figure 4は、農薬の空中散布を行うことにより、
空気中への排出、圃場外への排出（自然土壌および農地土
壌）が、他の散布法に比べ多くなることを示している。こ
れらのシナリオでは、圃場外の水域への排出割合は相対的
に小さいが、これは圃場外における水面比率が1%未満と
想定されているためである。この想定はオーストラリアで
は妥当なものである。1次的分布はこの他に、農薬散布時
の葉の状態に影響される。播種前に散布される除草剤は、
作付け中に散布される除草剤の場合より、作物の被覆がな
いため、土壌への排出が大きくなる。
　評価フレームワークとシナリオ分析に関する合意事項、
さらにそれらをいくつかの農薬・作物・散布方法のシナリ
オに適用した結果に基づき、LCA利用者およびソフトウェ
ア開発者向けに暫定的に合意された推奨案が以下のように
作成された。
Figure 2.  Structure of the consensus-based emission quantification model that takes an existing model as starting point 
with primary distribution processes within the first minutes after application, followed by secondary emission distribution 
processes, and modifications that were introduced during the consensus building effort （adapted from Dijkman et al. 
（2012））
Figure 3.  Archetypal classification of scenarios combining different possible crop classes, pesticide target classes, 
pesticide application methods, wind drift fractions and drift reduction types used for estimating initial pesticide emission 
fractions for LCA
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　a） LCAにおける目的と評価範囲の設定の段階で、農地
がテクノスフェアとエコスフェアのどちらに属する
かを表明すべきである。
　b） 農薬、作物、農地への散布量、散布法、バッファーゾー
ンの存在、散布位置と時間、適正農業規範（GAP: 
Good Agricultural Practices）の順守は、農薬排出
定量化のためのインベントリの一部として、報告す
べきである。
　c） 農薬の1次的分布プロセス（散布直後の排出）と2次的
分布プロセス（運命分析の対象となる長期的視点か
らの排出）の双方を、LCI分析における定量化ステッ
プとして報告すべきである。
　d） LCIA手法は、農地がテクノスフェアとされた場合と
エコスフェアとされた場合の双方に対応すべきである。
　e） LCIAにおいては、LCAは包括的な評価であるべき
であるという観点から、排水、表面流出、分解、揮発、
溶脱、作物の吸収と残留摂取による暴露、さらには
散布者、圃場作業者、部外者の被曝も考慮すべきで
ある。
　f） 農薬散布の位置と時間に関する詳細な情報が得られ
ない場合には、農薬生産量に基づいた加重平均をデ
フォールトの推計値として用いるべきである。
　g） LCAを利用する専門家は、バッファーゾーン、農薬
散布シナリオ、影響評価手法、運命・暴露の過程と
経路、時空の解像度に関するすべての仮定を報告す
べきであり、これは透明性を確保し、複数のLCA研
究間の整合性を高めるためである。
　これらの合意事項は、実行、検証、文書化され、査読付
きジャーナルにオープンアクセスの論文として公刊する予
定である。その際には、データ、モデル、シナリオを現実
的な状況下で検証したケーススタディも示す。これにより、
環境媒体中への農薬排出割合の推奨されるデフォールト値
が多様なステークホルダーに受容され、合意形成に至ると
いう長期の目標の実現が可能となる。
4.  結論
　LCAにおいて農薬排出定量化をより整合的に行うため
の国際的合意を形成する上で、多様な研究者、専門家、そ
の他のステークホルダーの参加が重要である。また、多様
な農業技術をより発展したLCAにより評価するための合
意を形成する上で、最新の科学的知見と現実的で実行可能
なシナリオや仮定を融合させることが必要である。実際に
LCAを用いる専門家にとっては、この国際的取組みの成
果は、代替的農業技術をより適切に比較可能にするととも
に、LCI分析とLCIAのより整合的な接続を可能にし、さ
らには、農薬を評価するための明快な指南書となる。より
適切なLCIAモデルを構築するためのフォローアップの取
組みも必要である。とりわけ、地下水への排出、圃場での
影響、陸域の花粉媒介者への生体毒性を含む追加的な影響
領域、栄養塩類やその他の化学物質の排出を考慮すること
が重要である。
Figure 4.  Example set of primary pesticide emission distribution results for different pesticide classes using common 
application techniques based on application in Australian cereal crop production. Boom: boom sprayer; aerial: aerial  
application; granular: granules application
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［Commentary and Discussion］
Synopsis: An international effort was initiated to reach agreement on recommended default agricultural 
pesticide emission fractions for use in LCA.  Consensual decisions on the assessment framework include （a） 
primary distributions are used as inputs for life cycle impact assessment （LCIA）, （b） framework and LCA 
application guidelines and documentation are compiled, （c） the emission framework is based on modifying an 
existing emission model, （d） drift values are provided by drift modelers, （e） pesticide application methods are 
complemented to develop scenarios for tropical regions, （f） climate, soil and application scenarios are based on 
sensitivity analysis, （g） default emission estimates for LCA are derived from production-weighted averages,  
and （h） emission fractions are reported spatially disaggregated.  Based on these decisions, we recommend that 
（a） LCA studies should state whether the agricultural field belongs to technosphere or ecosphere, （b） 
additional information – e.g. pesticide mass applied – needs to be reported, （c） emissions after primary and 
secondary distribution should be reported, （d） LCIA methods should allow for treating the field as part of 
technosphere and ecosphere, （e） fate and exposure processes including crop uptake should be covered in 
LCIA, （f） default emission estimates should be used in absence of detailed scenarios, and （g） all assumptions 
should be reported.
Keywords: LCA; emission fractions; agricultural pesticides; consensus building
Pesticide Emission Quantification for Life Cycle Assessment: 
A Global Consensus Building Process
Peter FANTKE1，Assumpció ANTÓN2，Tim GRANT3 and Kiyotada HAYASHI4,＊
1 Technical University of Denmark; 2 IRTA, Institute for Food and Agricultural Research and Technology; 
3 Life Cycle Strategies; 4 National Agriculture and Food Research Organization
＊Corresponding author: hayashi@affrc.go.jp
